
別記関係団体の長殿

医療行政の推進につきましては、平素より格別の御高配を賜り厚く御礼申し上げます。

医療事故調査制度は、医療事故が発生した医療機関において院内調査を行い、医療事

故調査・支援センターにおいて、その調査報告を収集し、整理・分析することで医療事

故の再発防止につなげ、医療の安全を確保することを目的として実施されております。

今般、「医療事故調査・支援センター2025年年報」(以下「年報」という。)が公表さ

れましたのでお知らせします。

相談や医療事故報告等の現況は、別添のとおりです。貴職におかれましては、内容を

御確認の上、貴会会員施設等に対する周知をお願いします。

年報につきましては、同センターのホームページ(htt s:/WW.medsafe.or.'/)に

も掲載されていますことを申し添えます。
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Ⅱ相談・医療事故報告等の現況

本要約版は、数値版の集計結果の中から主要項目を抽出し、報告件数等について2025年1月

~同年12月31日までの状況を、制度開始からの推移あるいは前年比等によりまとめている。

一部のグラフは、 2015年10月~12月のデータを省略している。

なお、数値版については、日本医療安全調査機構のホームページに掲載している。

約版
(2025年)



要約版について

要約版は、日本医療安全調査機構のホームページに掲載している「医療事故調査・支援センタ
2025年年報」数値版の数値より、主要項目を抽出し、1.相談の状況、2.医療事故発生報告の状況、

3.院内調査結果報告の状況、 4.センター調査の状況として、グラフで示している。

医療事故報告による情報の収集

医療法第6条の10
病院、診療所又は助産所(以下この章において「病院等」という。)の管理者は、医療事故(当該病院等
に勤務する医療従事者が提供した医療に起因し、又は起因すると疑われる死亡又は死産であつて、当該管
理者が当該死亡又は死産を予期しなかったものとして厚生労働省令で定めるものをいう。以下この章にお
いて同じ。)が発生した場合には、厚生労働省令で定めるところにより、遅滞なく、当該医療事故の日時、
場所及び状況その他厚生労働省令で定める事項を第 6条の 15第 1項の医療事故調査・支援センターに報
告しなけれぱならない。

医療法第6条の11
4 病院等の管理者は、医療事故調査を終了したときは、厚生労働省令で定めるところにより、遅滞なく、
その結果を第6条の 15第1項の医療事故調査・支援センターに報告しなければならない。

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^、

'厚生労働省令第100号(医療法施行規則の一部を改正する省令)"

「当該死亡または死産を予期しなかったもの」

第1条の 10の2
法第 6 条の 10第1項に規定する厚生労働省令で定める死亡又は死産は、次の各号のいずれにも該当し
ないと管理者が認めたものとする。

病院等の管理者が、当該医療が提供される前に当該医療従事者等が当該医療の提供を受ける者又はそ
の家族に対して当該死亡又は死産が予期されることを説明していたと認めたもの
病院等の管理者が、当該医療が提供される前に当該医療従事者等が当該死亡又は死産が予期されるこ
とを当該医療の提供を受ける者に係る診療録その他の文書等に記録していたと認めたもの
病院等の管理者が、当該医療を提供した医療従事者等からの事情の聴取及び第1条の 11第 1項第2
号の委員会からの意見の聴取(当該委員会を開催している場合に限る。)を行つた上で、当該医療が提
供される前に当該医療従事者等が当該死亡又は死産を予期していたと認めたもの

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^
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相談の状況

1.相談件数の推移徴値版 1・(1)・①参卿
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*相談手段の大半は電話てあるが、それ以外に文雪等が数件含まれる。
隼2015年は制度開始の10月、12月の3か月である。

.相談件数は2.161件てあった。
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2.相談者別(「医療機関」と「遺族等」)相談件数の推移徴値版1・①・2参剛
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*相談者別(「医療機閏」と「遺族等」)の相談件数を四半期ごとに表記Lている。

*「週族等」には、生存郡例における相談者やその家族が含まれる。

2025年医療機閏からの椙談は1.030件、遺族等からの相診は].043竹
の状況
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要約版相談の状況

3.遺族等の相談内容徴値版1・(1)・④参剛

0

2025年

[1,170件]

100

院内調査に関すること
2

2024年 1306 70 64

{1188件],
2023年 645 20164
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2016 46 109

[650件]

*「遺族等」にけ、生存事例における相談者やその家族が含まれる。1回の対応で複数の相談内容がある陽合は、重複計上している。
「その他」には、制度やセンターの業務に関するもの等が含まれる。

2025拝遺族等からの相談内容件数(重複計上)は1,170件であり、景も多かった相詮内容は「医療事故報告対象の判断」906イ午であった。この中には、制度開
の状況始前等の死亡事例に関する相談や、事故にあわれた本人等からの相談が265件含まれていた。
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4.遺族等からの求めに応じて医療機関へ伝達した件数と事故報告件数徴値版1・(1)・5参罵
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*医療機閏への伝達は、厚生労働街医政局軽務課長通知(平成28年6月24日医政総発0624第1号)「遁族等からの求め仁応して、椙驫の内容等を病院等の管理者に伝達する」と」!こ
基づく。

XI)「那故叛告あり」とは、伝達をした事例のうち医療機関が医療事故発生報告を行った件数を伝達年月仁計上してしろ。なお、件数は2026年1月31日時点で医廼機閏より医痔
那故発生報告があったものを集計Lτいる、

2025拜 週族等からの求め仁工とCて氏療機閏へ伝達した件畝捻35件であっ夫'そのうち匠痔牢故ιして;'告6あった件数は2件てあった。
の状況
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2025年

[74件]

医療事故」として報告を推奨すると助昌した

36 [48.6%]

2024年
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71 C
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14[?1.2"]20[30.3,6〕_321485%2016年
1505.0%)5(250%) 1:4nユ.5% 14[66 弓

*2025年の「報告した」は、 2026年1月31日時点までに医療事故発生の報告を受けた件数の再掲であり、「報告していない」には、一部、検討中のものを含む。
*「センター合誠」とは、医療機関が行う「医療事故か否かの判断」に関する支援として、複数の専門家(医師、薬剤師、看護師)らにより合護を行い、その結果を医療機関へ助言
として伝えるものである。

2025年センター合議は74件実施した。内訳は「報告を推奨すると助言した」36件のうち、医療機関から医療事故報告されたもの力t26件、「複数の考え方を伝えた」
の状況 16件のうち、報告されたものは3件であった。また「医療事故」としての報告対象とは考えにくいと助言した」22件のうち、 2件の医療事故報告があった。
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要約版医療事故発生報告の状況

医療事故発生報告の状況

6.医療事故発生報告件数の推移徴値版2・(1)・①参剛

(件数)
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*医療事故発生報告件数を1年単位で表記している。*2015年は制度開始の10月~12月の3か月である。

,:医療事故発生報告件数は375件であっナこ。
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フ.病床規模別1施設あたりの医療事故発生報告件数徴値版2・(1)・⑥参罵
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「1施設あたりの報告件数」は、 2016年~2024年は各年の1月~12月の報告件数ノ'9年施設数、 2025年は1月~12月の報告件数ノ施設数として算出し、有効数字2桁で表示してし
「施酘数」は、 2016年~2024年の平均、 2025年ともに「令和6年医療施設(動態)調査」(厚生労働省)に基づき算出してぃる。

2025年1施設あたりの医療事故発生報告件数が呈も多かったのは「800床~899床」の0.57件で、次いて多かったのが「900床以上」の0.53件であった。
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1病床あたりの報告件数」は、 2016年~2024年は各年の1月~12月の叛告件数 9年病床数、 2025年は1月~12月の邦告件数ノ病床数として算出し、有効数字2桁で表示している。
「病床数」は、 2016年~2024年の平均、 2025年ともに「令和6年医療施設(動態課晝」厚生労働省、に茎づき算出している。
「病庄数」には、精神病床、感染症病床、結核病床、療養病床、一般病井、一般診療ずの病床を含む。

1病床あたりの医療事故発生報告件数が墨も多かったの(ユ「800亥~899床」0.釣(×10'3)件で、次いで多かったのが「600床~699床」 0.63 (×103)件2025年

の状況であった。
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要約版医療事故発生報告の状況

9.特定機能病院における発生報告回数 (数値版参考2-(1)一⑤一i参照)

報告なし16回以上
23%4.5%

[2病院][4病院]

B回~15回

4.5%

[4病院]

10回~12回

102%

[9病院]

153

*特定機能病院は、 88病院で集計している。

*特定機能病院の「病院数」は、 2025年12月31日時点で特定機能病院の承認を受けている医療機関の報告実績であり、当該医療機関が特定機能病院として承認されていなかった
期問の報告を含んでいる。

制度開始特定機能病院の報告回数は「4回~6回」が是も多く33.0%(29病院)であった。「1回~3回」は27.3%(24病院)、「7回~9回」は182%a6病院)、 10回
からの状況~12回」は10.20。(9病院)、「13回~15回」は4.5%(4病院)、「16回以上」は4.5%(4病院)で、報告実績がないのは、 2.3゜0(2病院)であった。

2015年10月1日~2025年12月31日まての累計

特定機能病院数能病院

(平均報告回数 6.3回)

7回~9回

182%

[16病院]

10.病床規模別医療事故発生報告実績の割合徴値版参考2・(1)・⑥参剛

1回~3回

273%

[24病院]

診療所を除く病院(20床以上)の実績

各 118.フ%[1,508施設]

4回~6回

33.0%

[29病院]

病床数

0

1~19

20~99

100~199

200~299

300~399

400~499

500~599

600~699

700~799

800~899

900以上

0.03%[57施設]

02% 12

17

2.6 71

施設] 14.1%[14ユ施設]

20.9%〔139施設4%[149施設]

33.6%[118施設]

47フ%[73施設]

67.9%[72施設]

乃.8%[31施設]

78.6%[22施設]

部.フ%[41施設]

報告実績なし 813%[6,552施設]

49

105

40% 90%50%

この集計は、 2015 10月1日~2025年12月31日までの実續に基づき集計したものである。
「施設数(総数)」は、「令和6年医療施設(動態)調査」(厘生労働省)に基づき算出している。

病床規模数の大きな施設ほど、高い報告実績率を矛している。
,旺.、.'」.

(施設数)

166,150

5,435

2,889

2,フ73

1,004

*報告実績あり(回数)は、1つの医療機関力医療事故発生報告をした回數を示している。

99.97%[166,仭3

98.0%[53お]

94.眺[2,739施]

873%[2,420

[π1 ]76.

56.フ%[377施設]

473%[166 ]

鶚.096[52 ]183%[28施設]

142%[15施設] 17.9%[19 ]

19.0%[8施設] 1 [3

3.^
17.9%[5施設]

82%[4施設]82%[4 設]

0% 60%

20巧年10月1日~2025年12月31日までの累計

8,060施設施設数(総数)病院

診療所 171,585施設

70%

19.1%[67施設

42

665

351

80%

28

100%30%

要
約
版



医療事故発生報告施設における報告回数徴値版参考2・①⑥参剛11

3施設以上
0.9%

[34件]

6回

2.1%

[36施設]
5回

3.フ%

[62施設]

4回

4.9%

[82施設]

7回

2.1%

[35施設]

8回

0.5%

[9施設]

複数回報告
41.6%

[697施設]

9回

0.フ%

[12施設]

3回
8.0%
[134施設]

2015年10月1日~2025年12月31日までの累計
報告実債あり施設数 1,675施設

(平均報告回数 22回)

制度開始
からの状況

要約版医療事故発生報告の状況

10回以上

1.フ%

[28施設]

2015年10月1日~2025年12月31日までの実績に基づき集計したものである。

2回

17.9%

[299施設]

医療事故発生報告回数は「1回」が是も多く58.4%(978施設)であり、複数回報告があった施設は41.6%(697施設)であった。

12.1事例1こ関与した医療機関数徴値版2・(1)・⑦参剛

1回

58.4%

[978施設

複数の医療機関が関与
13.3%

[484件]

2施'

12.4%

[450件]

の集計は、医療事故発生報告の情報に基づき、センターが分類、集計したものである。

制度開始
からの状況

2015年10月1日~2025年12月31日までの累計
医療事故発生報告件数 3,633件

複数の医療機関が関与していた事例は13300(484件)あり、そのうち、 2施設関与が12.4%(450件)、 3施設以上関与が0.9%(34件)であった。

1施設
86.フ%

[3,149件]



要約版医療事故発生報告の状況

13.事故報告判断における発生報告時の支援状況と支援依頼先の内訳
(数値版 2-(1)一⑫・2-(1)・⑬参照)

行政、保健所等

当該病院系列・グループ病院

顧問弁護士、外部有識者

外部の医師・病院等

保険会社

関係医会・関係協会・病院団体等

搬送先・解剖施設等

上記以外

升合 90

*この集計は、 2018年1月1日~2025年12月31日まてに事故報告をされた医療機関への照会に基づき、センターが集計したものである。

裟1 医療事故調査等支援団体」とは、令和4年12月7日付厚生労働省告示第350号に定められた医学医術に関する学術団体、その他厚生労働大臣が定めた団体から構成される。

制度開始 2018年1月1日~2025年12月31日までに報告のあった2,フ76件のうち、事故報告の判断における支援を受けたのは26.200(727件)あった。支援依頼先と
からの状況しては、支援団体力t5570。(405件)、医療事故調査・支援センターが31.4%(228件)であった。

支援を受けなかった

73.8 %

[2,049件]

"をけ、

26.200

727件〕

2018年1月1日~2025年12月31日までの報告件数 2,フ76件

両方
0.6 %

[4件]

14.事故報告判断における発生報告時の支援状況(病床規模別)
(数値版 2-(1)一⑭参照)

2018年1月1日~2025年12月31日までの報告件数
2,フ76件

100%90%

医療事故調査等

支援団体※D

55.フ%

[405]

その他
12.6%

抄叶打

迭療事故調査・

支援センター

31.4 %

[228件]

入

0床
[45件]

1~19床
[83件]

20~199床
[496件]

200~399床
[796件]

400~599床
[616件]

600床以上
[740件]

0%

支援を受けた

支援を受けなかった

20% 30%10%

68.9 %[31件]

40%

36.1%[179件]

28.1%[224件]

フ7忠%[479件]

50%

この集計は、

制度開始
からの状況

75.9 %[63件]

222%[137件]

60%

12.6 %

[93件]

2018年1月1日~2025年12月3]日までに事故報告をされた医療機関への照会に基づき、センターが集計したものである。

事故報告の判断における支援状況は、病床規模1~19床が景も多く75.9%(63件)であった。次いて0床が68.9%(3Ⅱ羽であった。

..魯,晶......魯,晶
卑直

70% 80%

31.1%[14件〕

63.9%[317件〕

87.4%[647件]

71.9%[572件]

24.1%{2
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15.事故報告判断における発生報告時の支援依頼先の内訳(年別)
(数値版2-(1)一⑬参照

2025年

[72件]

医療事故調査
等支援団体.

24 B33%]

2024年
紅孟1■

18[20.フ%]2023年
C

^

9
2022年
71 C

2021年 11.フ%

^繍、 .......... "'■"..●●.■..■

31B13%]2020年 フ.1%

99 C .

1.0%】支捜団体及び.

11.1%医数調査'支授センターお[お.2%]2019年
............................99 η

31[212%]2018年 8.9%

146 C

*この集計は、 2018年1月1日~2025年12月31日までに事故報告をされた医療機関への照会に墓づき、センターが集計したものである。
*この集計は、「13.事故報告判断における発生報告時の支援状況と支援依頼先の内訳」に記載しナこ「支援を受けた」の支援依頼先の内訳(年別)である。
※1)「医療事故調査等支援団体」とは、令和4年12月7日付厚生労働省告示第350号に定められた医学医術に関する学術団体、その他厚生労働大臣が定めた団体から構成される。

2025年事故報告判断における支援依頼先は、支援団体が24件(33.3%)、医療事故調査支援センターが33件(45.8%)であった。の状況口"ーこ0

40

2018年1月1日~2025年12月31日までの支援を受けた報告件数

60 80 140100 120

支援団体及ぴ
2R.8%1医事故調査・支援センター

In3%】支授団体及び
10 医事故調・支援センター
Bユ%

医療事故調査・
支援センター

33 [45念%]

727 件

(件数

160

.
.

その他

13

[18.1%]

33 〔43.4%]

32 [36.8%]

24 [33.8%]

21[273%]

要約版医療事故発生報告の状況
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要約版医療事故発生報告の状況

16.都道府県別医療事故発生報告件数徴値版2・(1)・⑧参岡

(件數)

500

450

400

350

300

250

200

150

100

50

0

北海道
ブロック

東北
プロック

457

190

関東信越
ブロック

ii命'iii 'i・"
44 46 41

.ψ'f"

東海北陸
プロック

197

244

12

2015年10月1日~2025年12月31日までの累計

医療事故発生報告件数 3633件

制度開始
からの状況

近畿
ブロック

237

17.都道府県別人口100万人あたりの医療事故発生報告件数[1年換算](数値版参考2・(1)・⑧参剛

道府県別にみた制度開始力らの医療事故発生報告件数が最も多かっナ・のは「東京都」457件、次いで「神奈川県」244件であった。

(件数)

6.0

91

中国四国
プロック

187

81

126

5.0

145

北海道
ブロック

4.0
4.0

九州

ブロック

3.フ

33

東北
ブロック

3.9

3.0

2.0

147

2.82

関東信越
プロック

1.0

2

3.2

66

5448

25

2.フ

23

0.0

3.13.1 3.1

東海北陸
ブロック

3.5

北青岩宮秋山福茨栃群埼千東神新山長富石岐静愛三福
海森手城田形島城木馬玉葉京奈潟梨野山川阜岡知重井
道県県県県県県県県県県県都川県県県県県県県県県県

県

2.6

4.6

*「人口100万人あたりの報告件数」とは、医療耶故発生報告件数/1025/人口(「令和6年人口推計」靴務省統計局)×100万として算出している(1年換算)。

制度開始人口100万人あたりの医療事故発生報告件数(制度開始からの累計)を1年換算した件数は会体で2.9件年であった。呈も多かうたのは「京都府」「大
からの状況分県」の49件、続いて「三重県」の4.6件、「宮崎県」の4.5件であった。

4,9

2.9

2.5 2.5

23
2.1

3.1

近畿
ブロック

3.1

中国四国
ブロッウ

4.0

2727

2.1

3.1

1.1

九州

ブロック

33
3.13.1

25

17

49

4.5

2.0
2.1

3.1

2.8 3・0

京大兵奈和鳥島岡広山
都阪庫良歌取根山島口
府府県県山県県県県県

県

3.8

2.2

3.8

2.1

全体
?.9件ノ年

徳香愛高福佐長熊大宮鹿冲
川媛知岡賀埼本分崎児縄
県県県県県県県県県島県県

県

沖
縄
県

鹿
児
島
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院内調査紺果報告の,'

18.院内調査結果報告件数の推移做値版3・(1)・①参剛

350

300

250

200

150

100

321

219

361

50

0

364

7

2015年

[10月~12月]

*院内調査結果報告件数を 1年単位で衷記している。*2015年は制度開始の10月~12月の3か月である。

,.院内調査結果報告件数は、360件であった。

355

要約版院内調査結果報告の状況

2016年

~12月]

19.医療事故発生報告件数および院内調査結果報告件数の累計の推移
(数値版 2-(1)一①・3-(1)一①参照)

20 7年

[1月~12月]

311

2018年

[1月~12月]

(件數)

4,000

3,600

3,200

2,800

2,400

2,000

1,600

1,200

284

319

2019年

-12月]

329

2020年

[1月、12月

360

2021年

-12月]

2022年

月~12月]

800

2023年

[1月~12月]

400

0

81

20 4年

[1月~12月]

487

857

226

2016年

[1月ー22月]

*医療事故発生報告件数と院内調査結果報告件数の異計を1か月単位で表記している。ただし.件数の数値は1年問こと0累計値である。
*2015年は制座開始の10月一12月の3か月である。

医療事故発生報告件数の累計と院内羽査絵具雑告件敷の累計は、ほぼ比例Lながら推移して,゛る。

2025年

[1月~12月]

1,234

'三亀二、".

',..

547

1,607

20年1 2018

[1月~12月][1月一12月]

1,931

908

2,248

1,272

1627

2,548

1,938

2,909

^^
[1月一12月]

3,258

2,222

3,633

2,541

[1月~12月]

2β70

2021

[1月~12月]

3,230

^医療事故発生報告件数累計

.

[1月~ユユ月] 1 [1月一12月]

、で貌ア1、調香需凍報浩祥'数累計

^ 2024年 2025年

[1月~12月][1月一12月]

004

イ(f )

ー
]

0
2

[
~



要約版院内調査結果報告の状況

起因した医療(疑いを含む)の分類別院内調査結果報告件数徴値版3・(2)・①参剛20-1

(件数)

200

150

100

50

22926

0

1.4 1
8.211 721213311

治療 その他診察 検査等

*起因Lた医療(疑いを含むの分類」は、厚生労働省医政局長通知(平成27年5月8日医政発0508第1号)の別添「医療に起因する(疑いを含む)死亡又は死産の考え方」に基づき、 2016
~2017年は医療事故発生報告の内容をセンターが分類、集計したものであるが、 2018年1月以降は医療機関から報告された院内調査結果報告の内容に基づき集計している。
*「左記以外」には、死因の特定が不能なもの、原病の進行、原因不明の急性呼吸不全、急、性心筋梗塞による死亡の疑い等が含まれ、分頴困難だったものである。

2025年 起因した医療(疑いを含む)別に分類した院内調査結果報告件数は、「手術(分娩を含む)」が是も多く158件であり、次いで多かったのは「処置」39件であった。
の状況

1453

158

24.922

翻 2016年~2024年の平均値[318.1件]

2025年[360件]

38.9 39

20-2.病床規模別「起因した医療(疑いを含む)の分類」の割合徴値版3・(2)・③参罵

0.8 0
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0訂.

20~199床 ⑬⑭ ⑰⑥手術(分娩を含む)
%'鳥^駐ltj;ι落、、 4.フ%

39.9%[569件] 0訂7菟.

、

＼. 弧

200~399床 ⑮Φ徴、●投累注射⑥手桁(分娩を含む) 価橡撞畳 誤礁
73% 6.844.6% 43%

[931イ羽
44%

Ij.
.

. 弊1.

③ ④400~599床 ⑧投藁注射置 ①皇⑥手術(分娩を含む)
5

83%2% 8
[719件] 46.フ%

....

.

..
.

④ ⑰600床以上 佃投蔓注射 0烹侯⑥手術(分娩を含む) ,

固後 4.6%47.5% フ.2% 7

[850件] ^

*「起因した医療(疑いを含む)の分類」は、厚生労働省医政局長通知(早成27年5月8日医政発0508第1号)の別添「医痔に起因する(疑いを含む死亡又は死産の考え方」に基づき、 2015年
~2017年は医療事故発生報告の内容をセンターが分類、集計したものであるが、 2018年1月以降は医痩機閼から報告された院内調責結果報告の内容に基づき集計している。
*「左記以外」には、死因の特定が不能なもの、原病の進行、原因木明の急性呼吸不全、急性心筋梗塞による死亡の疑、等が含まれ、分顎困難だったものである。

病床規模別の起因した医療の分類は、価床下は「投蔡・注身卞輸血を含むMが30.090を占めるが、有床ではいずれも手術(分娩を含む).が約半数近い割
合を占め、特に1~19床でよ一5.70 を占めた'
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「手術(分娩を含む)」の内訳徴値版3・(2)・②参胴21-1

開顛手衛

モの他

10.4%

(件數)

35

30

25

20

15

10

5

0

4.1

13.4

27

5

209

冒
」ι

9

18.4

*」の集計は、「20-1.起因した医療(疑いを含も、)の分類別院内調査結果報告件数」しこ記駐Lた治療」のうち、「手術(分娩を含む)」の内訳である。
*手術は、「平成26年患者調査」(厚生労働省)の「病院退院票」における手術名に基づく分類である。
*「その他」の件数には、 2025年では気管切開術、 CVポート留買術、リードレスペースメーカー埋め込み術等が含まれ、 2016年~2024年では、左記の他に声門閉鎖術及び気管
孔拡大術、航のラジオ波焼灼術、顕動脈内膜剥離術、甲状腺全摘術等が含まれる。

.「手術(分娩を含む)」の内訳で、院内調査結果報告件数が呈も多かったのは「経皮的血管内手術」の29件であった。

173

9

要約版院内調査結果報告の状況

鱗 2016年~2024年の平均値[1453件]

2025年[1鶚件]

15

21-2.病床規模別「手術(分娩を含む)」の内訳の割合徴値版3・(2)・④参剛
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分娩(帝王切開術を含む)
88.1%

この集計は、 20-1.起因した医療(疑いを含む)の分類別院内調査結果報告件数」しこ記駐した治療」のうち、「手術(分娩を含む)」の内訳である。
*手術は、「平成26年患者調査」(厚生労働省)の「病院退院票」における手術名に基づく分類である。

「その他」の件数(累積)には、気管切開術、 CVポート留置術、リードレスベースメーカー埋め込み術、富門閉鎖術及ひ気管孔拡大術、肺のラジオ波焼灼術、頭動脈内膜剥離術、
甲状腺全摘術等が含まれる。

「手術(分娩を含む)」の内訳で、院内調査結果報告件数が景も多かうたのは、 1~1こ烹でじち挫竒王切説d1を含む)」能100、 20~199床では「筋骨格系手術(四
肢体幹)」20.3%、 200~399床で捻「閏腹手術」1880゛、'100~599床では「腹腔鍍=手雨 1730 、 60つ宗'上では経皮的血管内手術 18.600であっナ。'
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要約版院内調査結果報告の状況

22.患者死亡から医療事故発生報告および院内調査結果報告までの期間
(数値版参考3-(1)一⑧一i参照)

(日数)

450

400

患者死亡

350

300

医療事故
発生告

250

15

200

150

100

248

170

50

307

67

0

326

[10月、12月]

2015年

〔7件]

325

*1か月を30日として集計している。

2025年死亡から医療事故発生報告までに要した日数の中央値は39.5日、医療事故発生報告から院内調査結果報告までに要した日数院内調査)の中央値は322日
の状況てあった。また、死亡から院内調査結果報告までに要した日数の中央値は400日であった。

[1月~12月]

2016年

[219件]

320

[1月~12月]

2017年

B21件〕

359.5

23.院内調査結果報告までに要した期間とその理由(2025年)
(数値版参考3-(1)一⑦参照)

30

[1月~1ユ月]

2018年

B61件]

351

374

[1月一12月]

2019年

{364件]

死亡から院内調査結果
報告までの期問(中央値)

死亡から氏療事故発生
班告までの期問(中央値)

400

[1月~12月]

2020年

B55件]

理由

制度制度の理解不足

死亡から
院内調査結奥報告日数)

[1月~12月]

2021年

B11件]

ー'＼

中央値

平均値

最短

最長

[1月~12月]

2022年

{284件]

400

4944

17

2.973

[1月、12月]

2023年

B19件]

医療事故突生報告から
院内調晝結果報告(日數)

外部委員の派'に時間を要した

[1月一12月]

2024年

B29件]

委員会開催のための日程調整に時問を要した

中央値

平均値

短

長

395

報▲まで1一嬰しナ・期閻

調査検討に時問を要した(委員会を複数開催した等)

[1月、12月]

2025年

B60件]

322

3943

0

1,736

報告書の作成に時間を要した

死亡から

医療事故発生報告(日敷)

支援団体との支援調整に時間を要した

中央値

平均値

最短

最長

その他 上記以外の理由で時問を要した

1年6か月以上
~2年未満

25年1月1日~12月31日時貞において、院内調査結果蝦告360件のうち、医療事故発生報告から院内調杏結果報告までに1年6か月以上要した91件にっいて集計している。
の集計は、医療機関への照会に茎づきセンターが集計したものである。

2025年院内調査結果報告までに時問を要した理由は「報告喪の作成に時問を要した」力t42件て呈も多力った。次いで「遺族への調査結果の説明やその後の対
の状況比に時問を要した」が35件、「委員会開催のための日促調整こ時問を要Lた」か30件であった。

遺族への調査結果の説明やその後の対応に時間を
要した

395

100.1

2

2,973

5

2年以上~

2年6か月未満

13

(重複計上)

2年6か月以上合計
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解音11の実施状況徴値版 3・(3)・①参剛24-1

2[1.8%]

弓11[0.9%]

2025年
B60件]

2024年
B29件]
2023年
B19 '

2022年
[284件]

2021年
B11 ']

2020年
B55 ・]

2019年
B64件]

2018年
B61件]

2017年
B21 ・]

2016年
[219件]

実施あり

100 [27.8%]

100

114B4.フ%]

91[28.5%]

94 [33.1%]

110 [35.4%]

BI [36.9%]

140 [38.5%]

IU[39.9%]

B3[41.4%]

晶^

74[33.8%]

150

(件数)

150

200

1[0.8%]

2025任

の状況

'.卑■■■■■

要約版院内調査結果報告の状況

施なし 257[71.4%]

250

,......

211[餌.1%]

227 [71.2%]

1部[662%]

196 [63.0%]

れ8 [61.4%]

223 [613%]

217 〔60.1%]

1認[58.6%]

解剖の実施件数は、院内調査結果報告があった360件のうち100件であった。

2〔1.8%]

29[U.1%]

関[21.4%]

24-2 解剖実施ありの内訳徴値版3・(3)・①参剛

[111ヨ司法解剖^行政解剖[ニニコ死因元調解剖病理解剖

20 40 50 60 70 80 90 100 1100 3010

政解剖

2〔2.0%]

300

.■.......●●●■■"
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145 [662%]

3[2.1%]
4[2.9%]

23[16.0%] 1〔0.フ%]

21[15.8%] 1[0.8%]
[1.5%]

^
[100件]

(件數)

400

不明

3 [0.8%]

2024年
[114件]
2023年
[91件]
2022年
94.

2021年
[110件]

2020年
[131件]
2019年
[140件]
2018年
[1U件]
2017年
[133件]

病理解剖 68[68.0%]

75[65.8%

63[692%]
...

69[73.4%]

85 [フ73%]

101 [フフ.1%]

103 [73.6%]

120 [833%]

109 [82.0%]

2016年 1[1.4%][フフ.0% 17.6
[74件] 3[4.1%]

*「死因身元調査解剖」とは、 2013年4月1日施行誓察等が取り扱う死体の死因又け身元の調査等に関する法律」に基づく訳剖である。

.解剖実施あり100件の内訳け、病理解剖力6ε件で、司法雫剖ほ29件、行政解剖は2件、死悶身元調宣齋剖は1件で島った。

司法解剖
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23[24.5%]

..■●●●■■.
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要約版院内調査結果報告の状況

24-3.都道府県男11解音11の実施状況徴値版3・(3)・②参罵

(報告

450

400

2015年10月1日~2025年12月31日までの累計

院内鯛査結果報告件数 3230件

350

300

北海道
ブロッウ

250

東北
プロック

200

150

7

関東信越
ブロック

100

50

0

2015年10月1日~2025年12月31日までの累計

解剖施あり件数 1,132件

北青岩宮秋山福茨栃群埼千東神新山長富石岐静愛三福滋京大兵奈鳥島岡広山徳香愛高福佐長熊大宮鹿沖

急系素置果輩暈策康長素条系両条置置環賀暈畏貿系ミ系語語廉案、緊擬撮昼艮暈梨鍛貿累藁覽康茶覽'器

東海北陸
ブロッウ

6162

制度開始
からの状況

52

近畿
ブロック

解剖の実施件数は、院内調責結果報告があった3,230件のうち1,132件であった。そのうち、都道府県別では、「東京都」の164件が一番多かった。
次いてイ神奈川県」の96件、「愛知県」の77件、「大阪府」の70件、臼ヒ海道」の67件が続いた。

24-4.都道府県別解剖実施ありの内訳徴値版3・(3)・②参剛

0 63

14

83

2826

(解件数)
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43

中国四国
ブロツク

167

県

75

11

150
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6

7

件數)

450

120

九州
プロッウ
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1515
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ブロック
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24 24
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プロック
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200

2
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ブロック
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11

150

0

51

100
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2

50

2

34

0

東海北陸
プロック

一

2015年10月1日~2025年12月31日までの累計
1実施あり1,132件の内

2 40 44

都道府県別解剖実施あり1,132件の内訳は、病理解剖ば119件、司法解剖は301牛、行政解剖は10件、死因身元調査解剖は5件といずれも「東京都」が
番多かった。次いで病理解剖は「神拳川阜」70件、「愛知県」64件、司生解剖は神奈川眞」?6件、「大阪府」21件、「北海道」19件であでた.
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3

[]死因元

昆行政剖
[]司法剖
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850件
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24-5.都道府県別院内調査結果報告件数並びに解剖実施件数(人口100万人あたり[1年換算])
(数値版 3-(3)一②参照)

(件数)

5.00

450

4.00
北海道
プロッウ

349
350

3.00

335 多

多・、多

囲院内調査結果報告の件数人口100万人あたり)

解剖実施の件數(人口100万人あたり)

250

2.00

1 50

1.00

0.50

北岩宮秋山福茨栃群埼千東神新山長富石岐静愛三福滋京大兵奈和鳥島岡広山徳香愛高福佐長熊大宮鹿沖
海森手城田形城木馬玉葉京奈潟梨野山川阜岡知重井賀都阪庫良歌根山口島川媛知岡崎本分崎児縄
道県県県県県県県県県県県都川県県県県県県県県県県県府府県県山県県県県県県県県県県県県県県県島県

県 県県

*「ノ、0100万人あたりの院内調査結果報告件数」とは、院内調査結果報告件数 10.25/人口(「令和6年人口推計」総務省統計局)×100万として出しているa年換算)。
*「人口100万人あたりの解剖実施件数」とは、解剖実施件数/10.25 人口(令和6年人口推計」総務古統計局)×100万として算出してる(1年換算)
*1人口」は、「令和6年人口推計」総務省統計局から算出しているa年換算)。

人口100万人あたりの院内調査結果報告件数(制度開始からの累計)を1年換算した件数は全体で2.55件年であった。最も多かったのは「京都府」4.45

か、の状況件、続いて三重レ代」428件、窒崎、π」4.25件、大分、K」4.23件であった。解0」実制昌からの累三を1 したはで0.

000

要約版院内調査結果報告の状況

近畿
ブロック

2015年10月1日~2025年12月31日までの累計

院内調査結果報告件数 3,230件

解剖実施件数 1,13?件

24-6.病理解音11実施なしの理由(2025年)徴値版参考3・(3)・①・惨剛

2025年1月1日~2025年12月31日までの累計

医療事故発生報告件数375件解剖実施なし件数 286件

病理解剖を実施しなかった理由

遺族に同意を得られなかった

病理解剖は必要ないと判断した

病理解剖以外の解剖となった

警察対応等となった

時期を逸した

体制がなかった

その他

不明

1・・ー・・

中国四国
プロック

243

2.83

2.422.55

九州
ブロック

423
425

328

272

228

1.93

273

報告件數
全体
2.郭件/年

1 78

1

解剖件
全体
0.89件/年

この集計は、
この集計は、

2025年

の状況

病理解剖の必要性の説明の有無について具岱的状況を把握することを目的にセンターが病理解剖を実前Lなかった医療機関に照会した内容をまとめたものである。
2025年1月1日~12月31日までの1年間の医療事哉発生報告に基づき集計LてVる。

解剖を実施しなかった理由は「遺詐に伺竜を俣られなかった」が155件で蟲も多ケつナ。スいて、病理綴剖は必要ないと判断した」が46件で、「病理
解剖以外の解剖(司法解剖、死因身元狽査解剖)となった」が32仁てあった。
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要約版院内調査結果報告の状況

25.死亡時画像診断(Ai)の実施状況徴値版3・(3)・③参剛

0

2025年

B60件]

50

2024年
L329件」,
2023年
B19件]
2022年
[284件」

2021年
B11件]
2020年
B55件」

2019

B64件]'
2018年
B61件]
2017年
[321件〕}
2016年
[219件]

*実施あり」は、

2025年
の状況

実施あり 120[333%]

100

105 [31.9%]

118 [37.0%]

110 [38.フ%]

106 B4.1%]

124 [34.9%]

124 [34.1%]

116 [32.1%]

115 [35.8%]

85 [38.8%]

150

92 [42.0%]

...

200

22

(件数)

400

250

実施なし 233[64.フ%]

医療機関が死亡直甫に撮影したCTをAiと判断したものも含んでいる。

A1の実施件数は、院内調査結果報告があった360件のうち120件であった。

215 [653%]

193 [605%]

166 [58.5%]

1"[64.0%]

221[623%]

238 [65.4%]

243 [673%]

201 [62.6%]

1開[41.フ%]

155 [42.6%]

156 [43.2%]

130 〔40.5%]

26.解剖とAiの実施状況の内訳徴値版3・(3)・④参剛

300

........

350

0

134 [612%〕

(件數)

400

B印件]

実施あり 178 [49.4%]

解剖のみ実施 58

不明

フ[1.9%]

..、.゛JJ゛JJJ゛.""

50

8 [2.8%]

9 [2,フ%]

8 [2.5%]

"、1" 1%....

B29件]

B19件]

[284件]

B11件]

B55件]

B64件]

B61件]

B21件]

[219件]

100

6 [1.9%]

10 [2.8%]

12 〔0.6%]

解剖・N両方
42

74

306%

45

150

290

.尋■.'

.,.....■ι●...

5 [1.6%]

[54.4
4田 223%

[53.3%

A1のみ実施 78

72 404%

..

49
......

2 [0.5幻

...........

200

316%

.....

.

0

.

.38 21396.

*解剖およびAiの実施状況が不明なものは、実施なし」として集計している。

2025年院内調査結果報告360件のうち、解奇またはAi、およびその両方が実施された件数は178件であった。
の状況'゜
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27.病床規模男11病理解剖およびAiの実施件数徴値版参考.・(.)・①十参考3・(3)・③参剛

病理解剖

(件数)

200

180

160

140

120

100

80

60

40

20

0

他施設

報告施設

搬送先

詔搬送先以外

639件 75.2%,

59件 6.9%

152件(17.9%)

3

0.フ%

〔1件]

Ai

Q 8 ゛゛゛゛゛゛゛゛゛汐
ノ◇ノノ~/N /、ノ、ノちノ匂ノヘノ価令、~ f)◎ノ◇ノ◇ノ◇ノ◇ノ◎ノ◇ノ Q/
~ル、、阿匂佑

39

B 12

(件數)

200

180

160

140

120

100

80

60

40

20

0
'

*病理解剖が実施されたものについて集計している。

制度開始病理解剖の実施は850件で、最も多かったのは「400~499床」の
からの状況 142件であった。199床以下の施設では、他施設での解剖実施が

多かった。他施設の内訳では、搬送先以外が152件であった。

要約版院内調査結果報告の状況

報告施設

他施設[
搬送先

搬送先以外

起因した医療(疑いを含む)の分類別解剖実施の割合徴値版3・(3)・⑤参剛28.

(病床数)

27
38

1,011件

72件

42件

病理解剖

徴候、症状

検体検査

生体検査

診断穿刺検体採取

画像検査

投藁・注射
(輪血を含む)

リハビリテーション

処置

手術
(分娩を含む)

麻酔

放射線治療

医療機器の使用

療

転倒・転落

誤啄

隔離・身体拘束

身体抑制

上記以外

89.9%)

6.4%)

3.フ%

0%

10

17

10

司法解剖

8

11

_ 166_ 63、

13

◇"9 ゛゛゛゛゛゛゛゛゛タ
~ノ◎ノノ~ f',N r,らノ'ノ阿ノ匂ノノ佑§ン

25.4%[59 ・

143%[2件]

27.1%[23件]

37.フ%[29件]

2%[37件] 〔碓

13.4%[33件]

10%

*A1が実施されたものについて集計している。

制度開始 A1の実施は1,125件で、最も多かったのは「300~399床」 の180

からの状況件てあった。全体の89.90。が報告施設で実施していた。

お.9%[ 7件]

20%

、115、

圀行政解剖

30%

鵡3%[1件]

103%〔お件]

88件]

%[朝8件]

31.フ%[1ヨ件]

25.0%[1件]

フ%〔17件]

[9件]

U.1%[10件]
1.1弧 1

抑.例{10件]ι

{ヨ吽]

25.0%[35件]

(病床数)

54

40%

之ユ"【5件]

フ.1弧ι碓]

89

45

死因身元調査解剖

1.フ% 4

50%

「上記以外」には、死因の特定が不能なもの、原病の進行、原因不明の急性呼吸不全、急性心筋梗窒による死亡0疑い等が含まれ、分類困難だったものである。

制度開始起因した医療(疑いを含む)の分類別解剖実施の曹.合は、病理解剖は診断穿剌・検体撰敢が37.フ%イ29件)、司法解剖は隔離身体拘束/身体抑
からの状況制が44.4%(12件、であっ大。

9.ユ%{3碓]

60%

18.1% t21件]

212%[28件]
1.ユ%

〔1件]

之毒%

[ユ件〕

1.1%

[1件]

4

116

85

71

94

27

140

70%

58.6%[136件〕

85.フ%[ 12件]

餌.フ%[ 55件]

58.4%[ 45件]

66.4%〔 87件]

飴3%〔1卵件]

郎.沸[ 6件]

67.5%〔ユ餌件]

61.9%[^件]

512%[ 21件]

75.0%[ 3件]

6フユ%[ 78件]

67.1%[ 57件]

フフ.5%[ 55件]

幻ユ%[82件]

{35舎]

3.フ%

[1件]

実施なし

03%

14.6%[6件]

14鼻 1

03曳 4

80%

之4% 1

90%

不明

M.4%[稔件]

フ.1%

100%

0.7弊 1

1.4弧〔ユ井]

1.フ%

[4件]

報告件数

232

14

85

フフ

131

246

7

391

1,469

41

12%

[1件]

0.写%

[1件]

ⅡI×、B井1

0.4%

〔1件]

晒.咋[91件]

1

0念%

[3件]
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[6件]
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要約版院内調査結果報告の状況

29.院内調査委員会における外部委員※Dの参加状況徴値版3・(4)・④参則

0% 10%

B60件]

20%

B28件] .,. .

仁:
.

ヨフ%3363% 1143% 2
.

1

[316件] ... ..... .

9.9%56件
20.フ% :4 32 1ユ占%:5人以上3,1'.5弊32.8% 5332 2884 .

19.5%501
[284件] .. ... .

5件] 11.6%

究 B■%ユユ5% 43 6234.5% Mユ 95 上ユフ.
193% 監1 .

B11件] .... .

B.5%07件
:4 39 12.フ%:5A以上芯邑1弊 闘2 102 ヨヨユ%.

B55件」 ... .

14.1X0七]
51.5/、以上" 1n咋2353651 16.5%1 .

B61件] ...... ...

14.4X1と9
.

2人 120 ,.1%:5 5238.8% M 11^20.1% .

[361件] ... .

B.4%278件
11占%.

43関.5% ..
24占% 10^

[321件] .■.."゛..■.....

21.6%

39.8% 4729念% ユ
.

1 51 ■ ● 127^ 17,^

[218件]

*院内調査委員会の設置、開催がなかったものを貯いて集計している。
※1)「外部委員」には、「医療事故調査等支援団体熹3」等力らの支援による委員が含まれる。
※2)「不明」とは、当該医療機関グループ群による院内胴査力行われ、当該医療椴閏は外部委員の情報を得られず不明であったものである。
※3)「医療事故調査等支援団体」とは、令和4年12月7日付厚生労働省告示第350号に定められた医学医術に関する学術団体、その他厚生労働大臣が定めた団体から槽成される。

2025年院内調査結果報告360件のうち、外部委員の参加があったのは81.400(293件)であった。そのうち参加人数は「2人」力氾0.フ%と是も高く、次いて 3人」
の状況が27.3%であった.

1人 50

30%

1 47 16.4%

14.フページ

14.3ページ

14.8ページ

12.8ページ

12.2ページ

10.9ページ

112ページ

10.5ページ

8.6ページ

40%

2人 90
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.
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120゛】

2 1叫

{'゛]

39%

:12"

73%

〔26'牛

0,%{ユ件]

50%

[293件]81.4%

3人 80

273%

15.0%

[54件]

....

ユ

晶勘

104 36』%

40%

60%

ヨ.4
38

10
34

y

B8件

[4' 3

50%

153%

[55件]

15.フ%
50

187%
53

19.3%
「60

70%

*院内調査結果報告書の表紙、目次、添付資料などを除いたぺージ数をセンターが集計したものである。

2025年 院内調査結果報告言のぺージ数は「10~12ページ」が最も多く15.306(55イ制であっナこ。
の状況

60%

[53件]

'件1

15.0%

[54件]

18.6%
664

70%

8
7

30.院内調査結果報告書のぺージ数徴値版3・(フ)・①参剛

■7~9ページ■10~12ページ4~6ページ

19~21ペーシ 22~24ページ 25ページ以上

80%

4人 38

13.0%

18.5%
5
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51件】
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7念%
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センター調査の状況

31.センター調査対象件数と依頼者の内訳徴値版4・(1)・①②参剛

センター調査対象件数

医療事故発生報告件数(累計) 3,633件

センター調査対象件数
8.6%

B14件]

センター調査依頼なし

91.4%

B,319件]

センター調査対象件数の推移および依頼者の内訳

3020 3550 251510

015年10月~12月はセンター調査の依頼は0件であった。

ンター調査対魚件数314件には、院内調責結果報告前の依頼を含む。

2025年センター調査の依頼は41件であり、依頼者の内訳は、「医療機関からの依頼」が13件、「遺族からの依頼」が28件であった。医療事故発生報告件数の累
計は3633件であり、センター調査対象となった事例は8.6%(314件)であった。の状況
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[41件]

医療からの依頼
13 [31 7%]

要約版センター調査の状況

2024年
底亙',

2023
B0件]

32.センター調査工程別所要日数[年別平均日数]徴値版4・(11)・①②参剛

センター調査報告書交付件数(累計) 225件
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遺族からの依頼
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※センター調査申請から
個別調査部会設置弐での期間
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センター調査報告魯を交付した225件について、センター調査の申請からセンター調責蝦告害交付までの工程別に平均値をセノター調査報告書交付年別て表Lている。
センター調査は、医療事故発生報告のあった事例について申請が司能である。、ゼし、センター調査は貭則、院内畑査結果報告害の受領後に開始する。
「A手続き」の平均には、院内調立結果報告(受領)荊のセンター鯛丑申請件数ウ含まれて、る。

2025年センター詔査工程別所要日数では、 A「手続き」では"や期問増加の傾向にあり、 B「部会検討・訳告書(案)作成」では、2022年以降、横ばいの傾向仁あ
る。またC「総合調査委員会宗議」ては、 2022年彬降、期問戴少の傾向にある。の状況

300.0

150.4

129.9

165.

125.8

1253

131.5

112.フ

フフ.0
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